
 

2022年 10月 13日 

各 位  

会 社 名  株 式 会 社 グ ッ ド コ ム ア セ ッ ト 

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長  長 嶋  義 和 

  （コード： 3 4 7 5  東証プライム） 

問い合わせ先  上席執行役員経営企画本部長 河合 能洋 

  （ Ｔ Ｅ Ｌ ： 0 3 - 5 3 3 8 - 0 1 7 0 ） 

 

株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更 

ならびに配当予想の修正（増配）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更及

び配当予想の修正を決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式分割 

（１）株式分割の目的 

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、株式の流動性を高め、より投資し

やすい環境を整えることで、投資家層の拡大を図ることを目的としております。 

 

（２）株式分割の概要 

Ａ．分割の方法 

2022年 10月 31日（月）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の

所有する普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割いたします。 

 

Ｂ．分割により増加する株式数 

ａ．株式分割前の発行済株式総数     15,245,200株 

ｂ．今回の分割により増加する株式数   15,245,200株 

ｃ．株式分割後の発行済株式総数     30,490,400株 

ｄ．株式分割後の発行可能株式総数    91,200,000株 

（注）上記の発行済株式総数及び増加する株式数は、2022年 10月 13日現在の発行済株式総数に

基づき記載しているものであり、新株予約権の行使により増加する可能性があります。 

  



Ｃ．株式分割の日程 

ａ．基準日公告日   2022年 10月 14日（金） 

ｂ．基準日      2022年 10月 31日（月） 

ｃ．効力発生日    2022年 11月１日（火） 

 

２．株式分割に伴う定款の一部変更 

（１）変更の理由 

今回の株式分割に伴い、会社法第 184 条第２項の規定に基づき、2022 年 11 月１日をもって、

当社定款第６条の発行可能株式総数を変更するものといたします。 

 

（２）変更の内容 

（下線は変更箇所を示します。） 

変更前 変更後 

（発行可能株式総数） 

第６条  当会社の発行可能株式総数は、

45,600,000株とする。 

（発行可能株式総数） 

第６条  当会社の発行可能株式総数は、

91,200,000株とする。 

 

（３）定款変更の日程 

効力発生日 2022年 11月１日（火） 

 

３．新株予約権行使価格の調整 

今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たりの行使価格を 2022 年 11 月１日（火）

以降、以下のとおり調整いたします。 

 調整前行使価格 調整後行使価格 

2013年１月 31日開催の定時株主総会決議

に基づく第２回新株予約権 
13円 ７円 

2016年１月 27日開催の定時株主総会決議

に基づく第３回新株予約権 
193円 97円 

  



４．配当予想の修正 

（１）修正の理由 

当社は、経営基盤の強化を図るとともに、将来の事業展開に備えた内部留保を確保しつつ、配

当につきましては、経営成績と財務能力を総合的に勘案して決定することを基本方針としており

ます。2022 年 10 月期の期末配当金につきましては、上記の方針及び業績進捗、財政状態等を総

合的に勘案した結果、2021 年 12 月９日に公表いたしました、「2021 年 10 月期 決算短信」にお

いて開示した 2022年 10月期の期末配当予想について、以下のとおり７円増配し、60円へと修正

いたします。 

 

（２）修正の内容 

 年間配当金 

第２四半期 期末 合計 

前回予想 

（2021年 12月９日公表） 

円 銭 円 銭 円 銭 

 53.00 53.00 

今回修正予想  60.00 60.00 

当期実績 0.00   

前期実績 

（2021年 10月期） 
0.00 43.00 43.00 

（注）１．2022年 10月期期末配当予想には、上場５周年記念配当３円が含まれております。 

２．期末配当の基準日である 2022年 10月 31日は、前述の株式分割の効力発生日である 2022

年 11月１日より前であるため、株式分割前である 2022年 10月 31日時点の１株当たり

配当金の額を記載しております。 

３．本件につきましては、2023年１月に開催予定の当社定時取締役会に付議する予定であり

ます。 

 

以上 


